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アジア経済法令ニュース No.19-08 

 添付法令資料 1： モロッコ国家鉄道局の設立に関する 1968 年 8 月 6 日付勅令 

  第 1-63-225 号（目次） 

 添付法令資料 2： 韓国大衆交通の育成及び利用促進に関する法律（目次） 

 添付法令資料 3： ミャンマー意匠法（目次） 

 添付法令資料 4： 特別レンタル運送の実施に関する 2018 年 12 月 18 日付 

  インドネシア共和国運輸大臣規則 No.PM118（目次） 

 添付法令資料 5： 付加価値税法の若干の条項の細則を定め、施行を指導する議定を 

  合一するベトナム財政省の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2019 年 2 月 22 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 イエメンにおける深刻な食糧不安を抱える世帯への農業生計支援計画のため

の贈与に関する日本国政府と国際連合食糧農業機関との間の書簡の交換に関

する件（外務省告示第 36 号） 

19.02.19 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 道路机动车辆生产企业准入审查要求和道路机动车辆产品准入审查要求 

19.01.03 発布 工業及び情報化部公告 2019 年第 1 号／19.06.01 施行 

2 《锂离子电池行业规范条件（2018 年本）》和《锂离子电池行业规范公告管理

暂行办法（2018 年本）》 

19.01.16 発布 工業及び情報化部公告 2019 年第 5 号／19.02.15 施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 
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1 ロシア連邦における強制医療保険に関するロシア連邦法律への変更の導入に

関する 2018 年 11 月 28 日付ロシア連邦法律 No.437-FZ 

一部を除き、2019 年 1 月 1 日から施行 

2 ロシア連邦の映画に係る国家支援に関するロシア連邦法律第 5 条及び第 5.1

条への変更の導入に関する 2018 年 11 月 28 日付ロシア連邦法律 No.440-FZ 

公布の日から施行 

3 ロシア連邦の大陸棚に関するロシア連邦法律第 7 条への変更の導入に関する

2018 年 11 月 28 日付ロシア連邦法律 No.443-FZ 

4 兵役義務及び兵役に関するロシア連邦法律第8条及び第10条への変更の導入

に関する 2018 年 11 月 28 日付ロシア連邦法律 No.445-FZ 

5 医療用薬剤の民間流通への導入の問題に係る個別のロシア連邦法規への変更

の導入に関する 2018 年 11 月 28 日付ロシア連邦法律 No.449-FZ 

一部を除き、公布の日から 1 年経過後に施行 

6 個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2018 年 11 月 28 日付ロシア

連邦法律 No.451-FZ 

一般管轄破棄裁判所及び一般管轄上訴裁判所の活動開始の日から施行 

7 2018 年並びに 2019 年及び 2020 年の計画期間における連邦予算に関するロ

シア連邦法律への変更の導入に関する 2018 年 11 月 29 日付ロシア連邦法律

No.458-FZ 

公布の日から施行 

8 2019 年並びに 2020 年及び 2021 年の計画期間における連邦予算に関する

2018 年 11 月 29 日付ロシア連邦法律 No.459-FZ 

9 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 商業銀行及び外国銀行支店の内部検査システムに関して定める通知を合一す

る合一文書 

ベトナム国家銀行の 2019 年 1 月 7 日付第 01/VBHN-NHNN 号合一文書 

2 鉄道法を合一する合一文書 

国会事務局の 2018 年 12 月 10 日付第 24/VBHN-VPQH 号合一文書 

3 製品・物品品質法を合一する合一文書 

国会事務局の 2018 年 12 月 10 日付第 30/VBHN-VPQH 号合一文書 

4 会計法の若干の条項の細則を定める議定を合一する合一文書 

財政省の 2019 年 1 月 14 日付第 02/VBHN-BTC 号合一文書 

5 独立監査法の若干の条項の細則を定め、及び施行を指導する議定を合一する

合一文書 

財政省の 2019 年 1 月 14 日付第 03/VBHN-BTC 号合一文書 

 

第 5 韓国 

1 農漁業経営体育成及び支援に関する法律施行規則一部改正令 

19.02.15 公布 海洋水産部令第 327 号・農林畜産食品部令第 357 号／同日

施行 
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2 原子力安全法施行規則一部改正令 

19.02.15 公布 総理令第 1522 号／同日施行 

3 持続可能な交通物流発展法施行規則一部改正令 

19.02.15 公布 国土交通部令第 595 号／同日施行 

4 食品等の寄付活性化に関する法律施行令一部改正令 

19.02.19 公布 大統領令第 29557 号／同日施行 

5 行政士法施行令一部改正令 

19.02.19 公布 大統領令第 29555 号／同日施行 

6 高圧ガス安全管理法施行規則一部改正令 

19.02.21 公布 産業通商資源部令第 327 号／同日施行 

7 鉄道安全法施行規則一部改正令 

19.02.21 公布 国土交通部令第 598 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Currency (Amendment) Act 2019 

Passed by Parliament on  14 January 2019 and assented to by the 

President on 11 February 2019; No.6 of 2019 

 

2 Payment Services Act 2019 

Passed by Parliament on  14 January 2019 and assented to by the 

President on 11 February 2019; No.7 of 2019 

 

3 INCOME TAX (CONCESSIONARY RATE OF TAX FOR FINANCIAL 

SECTOR INCENTIVE COMPANIES) (AMENDMENT NO. 2) 

REGULATIONS 2019 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 20 

February 2019 and, except for regulations 4(e), 5(b) and 7(b) and (c), are 

deemed to have come into operation on 1 June 2017.  (2) Regulations 4(e), 

5(b) and 7(b) and (c) are deemed to have come into operation on 1 January 

2019;No.S111/2019 

 

第 8 タイ 

1 仏暦 2562 年（西暦 2019 年）有害麻薬法（第 6 次） 

19.02.16 制定／19.02.19 施行 

 

第 9 インドネシア 
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その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 DEPARTMENT OF SCIENCE AND TECHNOLOGY 

  DOST ADMINISTRATIVE ORDER NO.012 SERIES OF 2018 

  REVISED POLICY FRAMEWORK AND IMPLEMENTING 

GUIDELINES FOR THE TECHNOLOGY INNOVATION FOR 

COMMERCIALIZATION (TECHNICOM) PROGRAM 

18.10.29 付 

2 PROFESSIONAL REGULATION COMMISSION 

  PROFESSIONAL REGULATORY BOARD OF ENVIRONMENTAL 

PLANNING 

  RESOLUTION NO.5 SERIES OF 2018  

  RULES AND REGULATIONS IMPLEMENTING SECTION 25 OF 

REPUBLIC ACT NO. 10587 (ENVIRONMENTAL PLANNING ACT OF 

2013) ON THE REGISTRATION OF CONSULTING 

FIRMS/PARTNERSHIPS, CORPORATIONS, ASSOCIATIONS AND 

FOUNDATIONS ENGAGED IN ENVIRONMENTAL PLANNING 

PRACTICE WITH THE PROFESSIONAL REGULATORY BOARD OF 

ENVIRONMENTAL PLANNING AND THE PROFESSIONAL 

REGULATION COMMISSION   

18.10.11 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から 15 日後に

施行 

3 PROFESSIONAL REGULATION COMMISSION 

  PROFESSIONAL REGULATORY BOARD OF ACCOUNTANCY 

  RESOLUTION NO.36 SERIES OF 2018  

  THE FINANCIAL REPORTING STANDARDS COUNCIL 

  THE REVISED CONCEPTUAL FRAMEWORK  

18.11.05 付 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

1 選挙に関する法律への変更の導入に関する 2019 年 1 月 17 日付モンゴル国法

律 

2 選挙に関する法律のいくつかの条項の失効の認定に関する 2019 年 1 月 17 日

付モンゴル国法律 

3 公証に関する法律（新版）への変更の導入に関する 2019 年 1 月 17 日付モン

ゴル国法律 
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4 健康に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2019 年 1 月 18 日付モン

ゴル国法律 

5 刑法の施行手続に関する法律への変更の導入に関する 2019 年 2 月 2 日付モ

ンゴル国法律 

19.01.01 施行 

 

第 13 カザフスタン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 甘草及びその他の薬用植物の製造及び工業加工の効率的な組織化に係る追加

措置に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2019 年 2 月 15 日付 No.138／同月 16 日施行 

2 利息制限規則への変更の導入に関するウズベキスタン共和国中央銀行理事会

の決定 

2019 年 1 月 19 日付 No.1/7 同年 2 月 15 日法務省登録 No.1304-4／同日

施行 

3 国有財産の効率的な利用に係る追加措置に関するウズベキスタン共和国大統

領令 

2019 年 2 月 19 日付 No.UP-5666／同月 20 日施行 

4 実演及びレコードに関する世界知的所有権機関の条約（1996 年 12 月 20 日、

ジュネーヴ）へのウズベキスタン共和国の加盟に関するウズベキスタン共和国

法律 

2019 年 2 月 16 日付 No.ZRU-519／同日施行 

5 著作権に関する世界知的所有権機関の条約（1996 年 12 月 20 日、ジュネーヴ）

へのウズベキスタン共和国の加盟に関するウズベキスタン共和国法律 

2019 年 2 月 16 日付 No.ZRU-520／同日施行 

6 種子生産に関するウズベキスタン共和国法律 

2019 年 2 月 16 日付 No.ZRU-521／同日施行 

 

第 15 トルコ 

1 電子商取引におけるサービス提供者及び仲介サービス提供者に係る規則にお

ける変更の実施に関する貿易省の規則 

2018 年 2 月 15 日官報 No.30687／同日施行 

 

第 16 メキシコ 

1 2019 会計年度連邦歳入法 

18.12.28 大統領署名／19.01.01 施行 



 

 6 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1モロッコ国家鉄道局の設立に関する 1968年 8月 6日付勅令第 1-63-225号（目

次） 

   2 韓国大衆交通の育成及び利用促進に関する法律（目次） 

   3 ミャンマー意匠法（目次） 

   4 特別レンタル運送の実施に関する 2018 年 12 月 18 日付インドネシア共和国

運輸大臣規則 No.PM118（目次） 

   5 付加価値税法の若干の条項の細則を定め、施行を指導する議定を合一するベ

トナム財政省の合一文書（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア・モン

ゴル・インドネシア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 
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谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

北中 佳恵  弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 
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提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


